


（第４５号書式）
証書貸付債権の譲渡に関する誓約書

　　　　　　　　（注１）（以下「甲」といいます。）および　　　　　　　　（注２）（以下「乙」といいます。）は、甲が、乙から現に譲渡を受けまたは将来譲渡を受ける証書貸付債権のうち、貴行に担保として差入れるもの（以下「対象債権」といいます。）に関し、下記のとおりであることを表明し、または下記のとおり誓約します。
記
１．対象債権については、乙は甲への譲渡以外に譲渡、質入その他一切の処分をしていない、または譲渡、質入その他一切の処分をしないこと。なお、本項は、乙にのみ適用されるものとします。
２．次に掲げる事項が真実かつ正確であること。なお、本項は、乙にのみ適用されるものとします。
（１）対象債権の譲渡時点（ただし、譲渡の実行前とします。）において、対象債権にかかる権利が乙にのみ帰属し、乙が当該権利を適法に譲渡できる処分権限を有していること。
（２）対象債権にかかる権利には、対象債権の譲渡時点および当該譲渡にかかる第三者対抗要件の具備時点において、第三者のための担保権その他の負担が存在していないこと。
（３）対象債権について、その譲渡時点および当該譲渡にかかる第三者対抗要件の具備時点において、第三者による仮差押、仮処分、強制執行、競売等の申立が行われておらず、その他甲に損害を及ぼすおそれのある権利または負担が一切付着していないこと。
３．乙から甲への対象債権の譲渡について、民法または動産及び債権の譲渡の対抗要件に関する民法の特例等に関する法律に定める方法により、他に劣後することのない第三者対抗要件が具備されている、または具備されること。 
[bookmark: _GoBack]４．甲および乙は、本誓約書の１．から３．までに記載の事項（ただし、甲については３．に記載の事項に限ります。）に違反し、または当該事項が真実もしくは正確でないことが判明した場合には、貴行に対して直ちに通知するとともに、これにより、貴行に発生した損害につき賠償または補償すること。 
以　　上
年　　月　　日
（登記印）


	（甲）（金融機関等名）（注１）
（代表者）（注３）



	






（登記印）


	（乙）（金融機関等名）（注２）
（代表者）（注３）



	








日 本 銀 行　
御中

（注１）担保差入先が属する金融機関等の名称を記載する。
（注２）証書貸付債権の譲渡人の金融機関等の名称を記載する。
（注３）頭取、社長、理事長等の役職名を記載し、記名なつ印または署名をする。



